（C部門・規程5）

電子･情報･システム部門　部門国際活動資金運用規程

（本規定の目的）

第1条 　本規程は、電子･情報･システム部門　部門国際活動資金（以下、本資金という）の取り扱いについて定める。

（対象）

第2条 本資金の対象となる国際会議は、次の通りとする。

　　　電子･情報･システム部門及び電子･情報･システム部門の技術委員会、研究専門委員会等の主催で、将来にわたって開催を予定している国際会議（以下、当該会議という）。
（選択時期）

第3条 本資金の申請は、国際会議計画趣意書を提出する際に併せて行うことを原則とする。
（原資）

第4条 本資金の原資は、当該会議の剰余金とする。

2. 剰余金の振込時期は、当該会議開催年度末日までに、経理課所定の口座に振り込むものとする。
3. 当該会議において剰余金が出ずマイナスとなった場合は、その額を本資金または電子･情報･システム部門会計から支出することにより補填する。尚、両者の補填比率については、電子･情報･システム部門役員会にて決定の上、速やかに経理課に連絡するものとする。

（本資金の使途）

第5条 本資金は、国際会議及びそれに関連する事項の円滑な開催・活性化等を図るための活動に支出する。この目的に沿う具体例を付1に記す。 
付1

(1) 当該会議の運営・準備資金
(2) 国際会議特集論文の掲載料補助

（使用申請等）

第6条 本資金を使用するに当たっての申請は、当該会議の代表者が行うことを原則とする。
　2.  申請は、別に定める用紙（申請および決済書式）を用い、研究経営担当（後任）に提出するものとする。

（審査等）
第7条 前条の定めに従い受理した申請については、申請受理日のおおむね3ヶ月以内に可否を決めるものとする。
2.　前項の申請については、申請を受け付けた研究経営担当（後任）が部門役員会に諮り、役員会は必要であれば申請内容を修正の上、可否を決定する。
3.　前項により決定した事項は、研究経営担当（後任）より申請者に通知される。また、研究経営担当（後任）は、申請書の写しを保管し、原本を学会事務局担当者へ送付する。
（交付請求等）
第8条 承認された本資金は、本資金の申請者が請求者となって氏名・捺印及び連絡先、振込先等の必要な情報を記入した交付請求書と申請書および決済書により、会計担当へその交付を請求するものとし、本資金の使途については、領収書、請求書あるいは当該会議の予算書等を添付することにより、証明されなければならない。
2. 　部門会計担当（先任）は、交付請求書について承認事項と相違がないかを調べ、問題がなければ承認印を押下する。また、部門会計担当（先任）は、交付請求書の写しを保管し、領収書、請求書あるいは当該会議の予算書等とともに原本を学会事務局担当者へ送付する。学会事務局担当者は書類を調査の後、指定された振込先へ本資金を振り込むとともに申請者に通知する。なお、もし会計上の調査で疑義ある時は、これを申請者に糾すとともに、部門役員会に報告する。
（成果報告等）

第9条 交付された本資金による成果については、交付対象となった活動の終了後、原則として1ヶ月以内に報告されなければならない。
　2.　前項の成果報告書は、A4判用紙1枚（部門・規程　成果報告書式）に、氏名（捺印）、受領額、対象となった活動の名称、活動の成果、使途等の各事項を記載するものとする。
　3.　前項の成果報告書の送付先は、研究経営担当（後任）とする。
　4.　また、研究経営担当（後任）は、成果報告書の写しを保管し、原本を学会事務局担当者へ送付する。

（書類の保管）
第10条 研究経営担当（後任）、部門会計担当（先任）は、役員交代時には、申請および決裁書、交付請求書および成果報告書の写しを新担当へ引き継ぐものとし、すべての書類の原本は学会事務局電子・情報・システム部門担当者が保管する。
（付則）

1.　本規程は平成20年11月28日、部門役員会において承認制定。

2.  本規程の対象となる国際会議は、平成20年11月28日現在、CEC(Conference on Electronic Commerce)、International Analog VLSI Workshopである。移行措置として、これらの国際会議の余剰金を部門会計に繰り入れるタイミングは、該当会議の開催年度に沿って、順次繰入れていくこととする。
（C部門・規程5-0-1）
C部門　部門国際活動資金に関する役員会申し合わせ
C部門国際活動資金の審議において決定された、規程には明記されていない、役員会申し合わせ事項を以下に示す。
・当該会議の収支がマイナスになった場合に備え、本資金の積立金となる剰余金は、国際会議毎に約20%を部門共通管理の国際活動資金、80%を当該国際会議の国際活動資金とする。
・部門共通管理の国際活動資金が100万円を超えた場合、部門共通管理としての積立ては行わない。

・本資金の交付を受ける技術委員会等は、支払先からの領収書あるいは請求書の宛先を原則として電気学会とする。
・電子･情報･システム部門及び電子･情報･システム部門の技術委員会、研究専門委員会等の主催であれば、国外での開催も対象とする。
・当該会議準備のための海外派遣は、渡航費程度を目安とし、1件30万円以内を原則とする。
（付則）

1. 平成20年11月28日、部門役員会にて承認。

（C部門・規程5　申請および決裁書式）
電気学会　電子・情報・システム部門

部門国際活動資金　申請および決裁書

	決裁
	合議（会計）
	申請

	
	
	


Ｃ部門・規程5　「電子・情報・システム部門　部門国際活動資金運用規程」に従い、以下の通り申請いたします。
	国際会議名

（主催技術委員会名等）
	

	申請者氏名*
	（印）

	申請額（円）
	

	申請日（西暦年月日）
	年　　　　月　　　　日

	適用したい規程の根拠
	・国際会議の運営・準備資金         　　　　　　　 ［不要な方を抹消］

・国際会議特集論文の掲載料補助

	対象となる活動

（開催日、会場、共催団体、その他必要な情報を記入）
	

	活動資金の使途

（具体的に）


	


本書類の提出先　：　研究経営（後任）
＊：当該会議代表者または部門役員

（Ｃ部門・規程5　交付請求書式）
電気学会　電子・情報・システム部門

部門国際活動資金　交付請求書

Ｃ部門役員会にて、Ｃ部門・規程5　「電子・情報・システム部門　部門国際活動資金運用規程」に従い、審議決定した以下の活動に対し、交付金額を請求いたします。

	国際会議名

（主催技術委員会名等）
	

	（ふりがな）

申請者氏名
	（印）

	（ふりがな）

請求者氏名
	申請者との関係



	
	（印）

	請求者連絡先
	名称



	
	所在地



	
	電話：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX：

E-mail: 

	請求額（円）
	円

	請求日（西暦年月日）
	年　　　　月　　　　日

	対象となる活動
（開催日、会場、共催団体、その他必要な情報を記入）
	

	支払金融機間
	振込先銀行：　　　　　　　　　　　　　　　銀行　　　　　　　　　　　　　　　本・支店

預金種別：①普通，②当座

口座名義：

口座番号：




上記申請は承認されておりますので、請求に従い支払いを依頼します。

	部門長、副部門長

(請求者記入不要)
	（印）

	会計担当（先任）

(請求者記入不要)
	（印）


本書類（領収書/請求書添付）の提出先　：　研究経営（後任）

（Ｃ部門・規程5　成果報告書式）
電気学会　電子・情報・システム部門

部門国際活動資金　成果報告書

Ｃ部門・規程5　「電子・情報・システム部門　部門国際活動資金運用規程」に従い、以下のとおりご報告いたします。

	国際会議名

（主催技術委員会名等）
	

	氏名
	（印）

	受領額（円）
	

	受領日（西暦年月日）
	年　　　　月　　　　日

	活動日（西暦年月日）
	年　　　　月　　　　日

	活動の場所
	

	活動の成果
	

	活動資金の使途

（領収書/請求書と対応）
	

	報告書の確認

（報告者記入不要）
	研究経営担当（後任）：

会計担当（先任）：


本書類の提出先　：　研究経営（後任）
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